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施 工 条 件 の 明 示 書 
 

通園通学路整備工事(その24) 
１．工 程 関 係 

 

□ 他の工事の開始又は完了の時期により、当該工事の施工時期、全体工事等に影響がある。 

 

■ 施工時期、施工時間及び施工方法が制限される。 

●  本工事の施工に当たり、関係機関・自治体等から時間的制約条件を付された場合は、速

やかに監督職員と協議するものとする。 

●  本工事は、片側交互通行及び車輌通行止めにより施工するものとする。ただし、車輌通

行止めにて施工を行う際には関係機関、近隣住民と十分協議、調整すること。 

●  当該路線は、通学路に指定されているため、工事着手前に資料を作成し施工時間、施 

工条件等に関する調整を関係機関と行うものとする。 

●  当該路線はバス路線であり、関係機関と施工方法及び施工時間に関して十分調整を図る

こと。 

●  当該路線は、船橋市の事業である高齢者支援協力バスの運行ルートとなっており、本工

区内にバスの停車位置があるため、予め関係部署と協議を行い交通規制等に係る調整を図

るものとする。 

●  当該路線沿線には商業施設等があり、施工方法及び施工時間等の調整を図り、関係者と

十分協議すること。 

 

□ 当該工事の関係機関等との協議に未成立のものがある。 

 

□ 関係機関、自治体等との協議の結果、特定された条件が付され当該工事の工程に影響が 

ある。 

 

□ 余裕工期を設定している。 

 

□ 工事着手前に地下埋設物及び埋蔵文化財等の事前調査を必要とする。 

 

■ 休日日数等作業不能日数を設計工程上見込んでいる。 

●  特記仕様書第３条参照のこと。ただし、やむを得ず休日に作業を行う必要がある場合は、

事前に監督職員と協議すること。 

 
 

２．用 地 関 係 

 

□ 工事用地等に未処理部分がある。 

 

□ 工事用地等の使用終了後における復旧内容。 

 

□ 工事用仮設道路・資機材置き場用の借地が必要である。 
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□ 仮設ヤードとして官有地等及び発注者が借り上げた土地を使用させる。 

 
 

３．周辺環境保全関係 

 

■ 工事に伴う公害防止（騒音、振動、粉塵、排出ガス等）のため、施工方法、建設機械・ 

設備、作業時間等を指定する。 

●  建設機械の使用に当たって、機械類を操作している者が一時所定の位置を離れる場合に

おいては、原動機を止めるか若しくは電源を切ること。 

●  受注者は、建設機械の使用にあたり、主たる用途以外の用途に使用してはならない。 

 

□ 水替・流入防止施設が必要である。 

 

□ 濁水、湧水等の処理で特別の対策を必要とする。 

 

□ 工事の施工に伴って発生する騒音、振動、地盤沈下、地下水の枯渇等、電波障害等に起 

因する事業損出が懸念される。 

 

４．安 全 対 策 関 係 

 

■ 交通安全施設等を指定する。 

●  交通誘導員は、現場条件に応じ適宜配置し、車両が円滑に通行できるよう努めること。

なお、交通誘導員は、施工時間中随時配置するものとし、施工の休憩休息時間について

も交代で交通誘導を行うこと。 
●  歩道形態の無い車道および歩道を規制する施工の際には、歩行者通行帯と作業帯を明確

に表示し、誘導員により交通誘導を必ず行うこと。 

●  当該路線は通学路であるため、登下校時の児童には十分注意し事故が発生しないよう現

場労働者に指導すること。 

●  当該路線は駅前であることから、駅利用者の安全を十分に確保できるよう安全対策を講

ずること。 

●  工事区間沿線には商業施設等が点在しているため、誘導員を適切に配置し利用者の安全

を十分に確保すること。 

●  本工事区間においては、２４時間営業のスーパー駐車場出入口個所があり、店舗へ出入

りする車両および歩行者等の安全に十分に注意し安全対策を講ずること。 

 

□ 鉄道、ガス、電気、電話、水道等の施設と近接する工事での施工方法、作業時間等に制限

がある。 

 

□ 落石、土砂崩壊等に対する防護施設が必要である。 

 

■ 交通誘導員、警戒船及び発破作業等の保全設備、保安要員の配置を指定する。 

●  特記仕様書第１０条参照のこと。 
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●  幹線道路等の交通量の多い路線での工事においては、通行車両が予め道路工事が実施さ

れていることが判断でき、迂回等が可能となる箇所に表示看板を必ず設置すること。 

●  交通誘導員は施工時間中「随時配置」するものとし、作業員の休憩時間中についても交

替で交通誘導を行うものとする。 

●  交通誘導員は、一般交通等に支障を及ぼさないよう適切に配置し、十分注意して交通誘

導を行わせること。 

また、車両通行止めにて施工を行う際には予告看板等による事前周知を行い、迂回路に

は必ず交通誘導員の配置且つ案内板等の設置を行うこと。 

 

□ 有害ガス及び酸素欠乏等の対策として、換気設備等が必要である。 

 
 

５．工事用道路関係 

 

■ 一般道路を搬入路として使用する場合、工事用資機材等の搬入経路、使用期間、使用時 

間帯等に制限がある。 

●  本工事区域沿線住民の出入りは必ず確保すること。 

 

□ 一般道路を搬入路として使用する場合、搬入路の使用中及び使用後の処置が必要である。 

 

□ 仮道路を設置する場合、仮道路に関する安全施設等が必要である。 

 

□ 仮道路を設置する場合、仮道路の工事終了後の処置がある。 

 

□ 仮道路を設置する場合、仮道路の維持補修が必要である。 

 
 

６．仮 設 備 関 係 

 

□ 仮土留、仮橋、足場等の仮設物を他の工事に引渡す。また、他の工事に引き継いで 

使用する。 

 

□ 仮設備の構造及びその施工方法を指定する。 

 

□ 仮設備の設計条件を指定する。 

 
 

７．建設副産物関係 

 

□ 建設発生土が発生する。 

 

□ 建設副産物の現場内での再利用及び減量化が必要である。 

 

□ 建設副産物及び建設廃棄物が発生する。 
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８．工事支障物件等 

 

□ 地上、地下等への占用物件の有無及び占用物件等で工事支障物が存在する。 

 

□ 地上、地下等の占用物件工事と重複して施工する。 

 
 

９．薬 液 注 入 関 係 

 

□ 薬液注入等を行う。 

 

□ 周辺環境への調査が必要である。 

 
 

10．そ の 他 

 

□ 工事用資機材の保管及び仮置きが必要である。 

 

□ 工事現場発生品がある。 

 

□ 支給材料及び貸与品がある。 

 

□ 関係機関・自治体等との近接協議に係る条件等がある。 

 

□ 架設工事を指定する。 

 

□ 工事用電力等を指定する。 

 

□ 新技術・新工法・特許工法を指定する。 

 

□ 部分使用を行う必要がある。 

 

■ 施工管理および施工関係 

●  週間予定工程表を提出すること。 

●  区画線の施工前には、現況復旧と異なる場合があるため事前に監督職員の立会いまたは

了承を受けてから作業を行うこと。 

 

■ その他 

●  工事着手前に必ず水準測量・路線測量を実施し、設計図書との比較を行い、監督職員に

書面にて報告すること。 

●  完了時の写真提出の際には、着工前・着工後の地点の写真が対比するように作成し提出

すること。 

 


